







けるデジタル課税案を明らかにしている。同年 10 月，OECD は，事務局提案として統合
アプローチ（UnifiedApproach）を公表し，ユーザー参加による価値創造を根拠に，市場
国におけるデジタル課税の仕組みを世界に向けて発信している。そして，2020 年 10 月に







































































































































































（8） ADS の範囲については，OECD（2020）para.44 を参照。オンライン広告サービス（Onlineadvertising
services），ユーザーデータの販売と譲渡（Saleorotheralienationofuserdata），オンライン検索エンジン
（Onlinesearchengines），ソーシャルメディアプラットフォーム（Socialmediaplatforms），オンライン仲介











































（13） OECD（2017）para.1.6 に記される OECD モデル条約第 9 条を参照。
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（14） 国際連盟の 1933 年報告書については，赤松（2001）p.92 を参照。



















　ステップ 1：残余利益＝連結ベースの利益－（売上高 × 利益率 10％）
　ステップ 2：市場国（A，B）に配分される残余利益＝ステップ 1 の残余利益 ×配分率 20％
　ステップ 3：　　　　　　　　　　　　　 × 市場国（A，B）に配分される残余利益
















（17） 1933 年報告書における分離会計と利益分割法に関する議論は，赤松（2001）pp.93-102 を参照。分離会計を
優先し，利益分割法は最後の方法と位置づけられている。
















を基準とすると，GAFA のうち Google，Apple，Facebook は利益率が 10％を超えるの
で利益基準アプローチが適用できるが，Amazon の利益率は 10％以下であるため対象外
になる。それが国際的に公正と認められるのか疑問が残る（22）。
　第 2 段階では，第 1 段階で算定された市場利益を関連者間取引における営業利益から差
し引き，残余利益が算定される。RPS 法のこの第 2 段階は，利益基準アプローチでは，











































































































































（29） 特に，インターネットガバナンスには ITU 理事会が設立した CWG-Internet が関与。
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いる。2020 年の国連分担金をみると（30），分担金を最も多く負担しているのが，アメリカ
合衆国である。その金額は 6 億 7,860 万ドルであり，分担率は 22％である。次に，中国の


































































［9］　Avi-Yonah,R. S.（1993）, “Slicing the Shadow:AProposal forUpdatingU.S.
InternationalTaxation”,Tax Notes（March15）,pp.1511-1515.
［10］　OECD（2017）,Transfer Pricing Guideline for Multinational Enterprises and Tax 
Administration（Paris;OECD）.
［11］　OECD（2019a）,Addressing the Tax Challenges of the Digitalisation of the 
Economy-Policy Note（Paris;OECD）
［12］　OECD（2019b）,Addressing the Tax Challenges of the Digitalisation of the 
Economy（Paris;OECD）.
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［13］　OECD（2019c）, Secretariat Proposal for a“Unified Approach” under Pillar One
（Paris;OECD）.
［14］　OECD（2020）,Tax Challenges Arising from Digitalisation-Report on Pillar One 
Blueprint（Paris;OECD）.
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